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3つの柱と13のマテリアリティ（重要課題）
　当社グループは、2022年度中期経営計画策定時にマテリアリティを定め、サステナビリティ経営を本格的に推進してきました。
　その後、生成 AI の急速な進展やデータセンター事業の拡大など、当社グループを取り巻く事業環境が大きく変化していることを踏まえ、2025年7月にマテリアリティを従来の9項目から13
項目へと見直しました。
　13のマテリアリティへの取り組みを通じて、環境・経済・社会のすべてにポジティブなインパクトを生み出すことをめざしています。この意志を込めて、「3 Positives（Planet positive ／
Prosperity positive ／ People positive）」を軸とするサステナビリティ経営をグローバル一体で推進し、持続可能な社会の実現に貢献していきます。

テクノロジーの力で事業の環境負荷を低
減し、社会に実装することで、地球環境の
再生をリードする

気候変動への対応

効率的な水管理

循環経済の促進

Planet positive Prosperity positive

信頼性の高いサステナブルなサービスと、
技術革新による価値の提供を通じて、お
客様と社会の持続的な成長に貢献する

技術開発によるイノベーションの創出

サステナブルサプライチェーンマネジメント

ITシステムの安全と品質の信頼性

責任あるテクノロジーの利用とAI倫理

セキュアでサステナブルな製品・サービスの提供

People positive

魅力ある会社を作り、デジタル技術でより良い
社会をデザインし、全ての人が暮らしやすい世
界を実現する

労働安全衛生の徹底

ダイバーシティとインクルージョン

人権の尊重

社会のデジタル・アクセシビリティの向上

ピープル・セントリック・カンパニー

テクノロ ジ ー の 力 で 事 業 の 環 境 負 荷 を 
低減し、社会に実装することで、地球環境の
再生をリードする

信頼性の高いサステナブルなサービスと、 
技 術 革 新 に よる 価 値 の 提 供 を 通 じて、 
お客様と社会の持続的な成長に貢献する

魅力ある会社を作り、デジタル技術でより良い
社会をデザインし、全ての人が暮らしやすい
世界を実現する

		  効率的な水管理

		  循環経済の促進

		  気候変動への対応

		  IT システムの安全と品質の信頼性

		  セキュアでサステナブルな製品・サービスの提供

		  技術開発によるイノベーションの創出

		  責任あるテクノロジーの利用とAI 倫理

		  サステナブルサプライチェーンマネジメント

		  ピープル・セントリック・カンパニー

		  ダイバーシティとインクルージョン

		  労働安全衛生の徹底

		  人権の尊重

		  社会のデジタル・アクセシビリティの向上
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顧客価値、社会価値の創出

 
 People positive

魅力ある会社を作り、 
デジタル技術でより良い社会をデザインし、

全ての人が暮らしやすい世界を実現する

 
Prosperity positive

 
Planet positive

C-turtle Ⓡ

サプライヤの一次データに基づくScope3算定を実現し、削減
努力を自社排出量に反映する総排出量配分方式を採用。脱
炭素化の努力をつなぐことで、サプライチェーン全体の排出量
削減を推進。

LITRON
AI エージェントによる業務の自律的遂行 により、労働力不足
解消や業務の高度化・生産性向上を支援。
※ 図は LITRON Marketing

テクノロジーの力で、事業の環境負荷を低減し、
社会に実装することで地球環境の再生をリードする

信頼性の高いサステナブルなサービスと、
技術革新による価値の提供を通じて、

お客様と社会の持続的な成長に貢献する

温室効果ガス排出量 生成 AI 売上高
生成 AI 人財の育成

 P45 「マテリアリティ（重要課題）とKPI 達成に向けた取り組み」  P65 「マテリアリティ（重要課題）とKPI 達成に向けた取り組み」 P18 「マテリアリティ（重要課題）とKPI 達成に向けた取り組み」

社員エンゲージメント率

顧客価値と社会価値を最大化し、グローバル一体で3 Positives の実現をめざす

	
��NTT DATA Sustainability Report Case Book

ケアラケア
様々な事業者と連携して、「企業の人的資本維持」と「従業員
個々に応じた支援」を一体的に解決するモデルを構築するこ
とで、企業主導の仕事と介護の両立実現をめざす。

KPI KPI KPI

10NTT DATA Sustainability Report 2025

Introduction Sustainability Management Prosperity positivePlanet positive People positive Governance AppendixSustainability Management

 3つの柱と13のマテリアリティ（重要課題）

https://www.nttdata.com/global/ja/about-us/sustainability/report/


Introduction Prosperity positivePlanet positive People positive Governance Appendix

推進体制
　当社グループにおいて、サステナビリティ重要課題（マテリアリティ）は、取締役会で議論
し、方針と戦略を決定しています。当社グループが持続的に成長できるよう、代表取締役社
長のリーダーシップの下、経営戦略の主管組織であるコーポレート戦略本部及び関係主管
組織とサステナビリティ経営推進本部を中心に議論を行い、方針や目標、施策等を策定し、
中期経営計画とともにマテリアリティの実行と進捗についてモニタリングしています。
　サステナビリティ経営推進委員会は、代表取締役副社長執行役員であるコーポレート総
括担当役員を委員長とし、NTTデータグループ社、NTTデータ、NTT DATA, Inc.の各責任者
を構成員としています。取締役会の監督並びに代表取締役社長のリーダーシップの下、サス
テナビリティ経営推進にかかる提言、戦略の策定及びモニタリング等を実施しています。ま
た、グローバルでの連携を強化し実効性を高めるため、テーマ別に6つの小委員会（テーマ
別ワーキンググループ）を設置しています。
　2025年度からは、事業ポートフォリオの変化や技術革新（生成 AI）の重要性の高まりを踏
まえたマテリアリティの見直しを受けて、テーマ別ワーキンググループの構成も変更しました。

サステナビリティ経営推進委員会

委任・監督 報告

取締役会

全社リスクと整合

経営会議 内部統制委員会

監督 審議・報告

サステナビリティ経営推進委員会

NTTデータグループ社

NTTデータ NTT DATA, Inc.

小委員会（テーマ別ワーキンググループ）

サステナビリティ
経営推進全般

温室効果ガス削減・	
環境マネジメント

サステナビリティ	
ビジネス

サプライチェーン
マネジメント 人権の尊重 人的資本

代表取締役社長

外部有識者からのアドバイス
　社会課題やグローバルビジネスに見識を持つ社外の有識者から、サステナブルな社会の
実現に向けた当社グループの貢献について意見をいただくことを目的として、2012年7月よ
り企業経営者・学識専門家等5人で構成される「アドバイザリーボード」を設置しています。
アドバイザリーボードのメンバーは数年ごとに選任し、経営課題や社会課題について助言を
受け、事業運営に活かしています。
　第六期のアドバイザリーボードにおいては、当社グループの日本国内の事業が継続的に
拡大し、海外においても事業統合により急激に事業が拡大している状況を踏まえ、グローバ
ル経営体制のいっそうの強化、国内外ビジネスの持続的な成長、企業価値の向上等に資す
る有益な助言を受けることを目的として、以下の方々に参画いただいています。

設置時期 第6期（2024年4月～2026年3月）

メンバー

● 岩井 睦雄	 日本たばこ産業（株） 取締役会長
● 越塚 登	 東京大学大学院情報学環 教授
● 橋本 勝則	 東京都立大学大学院経営学研究科 特任教授
● ピーター D. ピーダーセン	 特定非営利活動法人ネリス 代表理事
● 松田 千恵子	 東京都立大学大学院経営学研究科 教授

議論

● 差別化戦略
● グローバル経営の高度化戦略
● 経営資源の最適化とコーポレートガバナンスの在り方
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ジョン・エルキントン氏
英国の起業家、作家で「トリプルボトムライン」の提唱者。
企業責任と持続可能な開発分野の権威。

政治と市場の混乱が激しさを増す今、先進企業
が地政学的、マクロ経済学的な課題、サステナビ
リティに関する課題を理解することがこれまで以
上に重要になっています。NTT DATA のマテリア
リティ策定プロセスにおいて、特に社内外のステー
クホルダーが重要な段階で関与していた点は高く
評価されると考えます。

ピーター D. ピーダーセン氏
デンマーク出身の環境・CSRコンサルタント。当社グループ
アドバイザリーボードメンバー。

サステナビリティ戦略はビジネス機会の観点で策
定することが重要です。NNTT DATA が策定した
13のマテリアリティの中でも、私は「水資源」が特
に重要だと考えています。これは、同社が注力す
るデータセンター事業にとって重要なテーマであ
り、社会的な影響も大きい分野です。

Forum for the Future
1996年に設立された英国を拠点とするグローバル NGOで、
企業や政府との協働を推進。

マテリアリティの特定はサステナビリティ情報開
示の規制対応に必須だが、企業のサステナビリ
ティ戦略実行のための手段として活用していくべ
きである。NTT DATA が策定したマテリアリティ

「気候変動の対応」は、IT 産業が注力すべき分野
であると同時に、ビジネス機会になり得ると考え
ている。

Introduction Prosperity positivePlanet positive People positive Governance Appendix

マテリアリティ（重要課題）の見直し・決定プロセス
　当社グループは2025年、事業ポートフォリオの変化や先進技術の急速な進化といった社内外の環境の変化を踏まえ、グローバル共通の価値観を「Our Way」に集約すると同時に、マテリア
リティの見直しを行いました。新しく策定した13のマテリアリティへの取り組みを通じて、環境・経済・社会にポジティブなインパクトを生み出す事業活動を推進していきます。

マテリアリティ見直しの背景

　当社グループが掲げる「提言・実装・成果モデル」をより確固たるものとし、お客さまの持続的な成長を支える存在となること、IT、データセ
ンター、コネクティビティといった当社グループの強みを融合させ、AI 時代における多様な事業活動を柔軟に支える新たなインフラサービスを
創出することをめざしています。
　こうした事業ポートフォリオの変化、生成 AI をはじめとする技術革新の加速といった事業環境の大きな変化を踏まえ、マテリアリティの見直
しを行いました。

Comments

Step1で整理した課題に関するリスクと機会を
特定し、当社グループの活動が環境・社会に与え
る影響（インパクトマテリアリティ）と、環境・社会
課題が自社に与える財務的影響（財務マテリア
リティ）の2軸から、課題の重要性を評価し、マテ
リアリティを特定しました。

活動とインパクト、
リスクと機会の洗い出し

重要性の評価

Step1
課題の整理・選定

Step3
妥当性の検証

Step2
課題の重要性評価

マテリアリティの見直しに当たり、ESRS や SASB 等の
国際基準を参考に、外部環境やステークホルダーの期
待を踏まえて、議論の基礎となるサステナビリティ課題
の一覧を選定し、当社グループの事業に関連する24項
目をリストアップしました。

課題の重要性評価で策定した暫定案について、社内幹
部や外部の専門家に対する意見ヒアリング、議論に加
えて、並行して検討していた中期経営計画の方針も反
映。サステナビリティ経営推進委員会で議論を重ね、
取締役会にて13項目のマテリアリティを決定しました。

24項目の課題について、企業の事業活動が環境・社会
に与える影響（インパクト）と、それらの変化が企業の財
務に与える影響（リスク・機会）の両面から重要課題を特
定・評価する「ダブルマテリアリティ」の観点から、グロー
バル全体で社内関係者へのヒアリングや外部有識者と
の意見交換を実施。そのプロセスを通じて、当社グルー
プ事業におけるIRO（影響・リスク・機会）の洗い出しと
評価を行い、暫定案として12項目を抽出しました。

低 高

自社に与える財務的影響
（財務マテリアリティ）

高

低

マテリアリティ策定プロセス

　マテリアリティについては、下の図のようなステップを踏まえて、当社グループの活動が環境・社会に及ぼす影響と、当社グループの財務面
に影響を及ぼすリスクと機会を抽出し、マテリアリティとして特定しています。

環
境
・
社
会
へ
の
影
響

（
イ
ン
パ
ク
ト
マ
テ
リ
ア
リ
テ
ィ
）
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ステークホルダーとの対話
　当社グループは、事業の持続可能性を高めるため、それぞれのステークホルダーとの関係性や課題等を踏まえ、適切にエンゲージメントを実施しています。日常業務における対話を通
し、ステークホルダーの皆さまとともに歩む姿勢をグループに浸透させるとともに、幅広い社会からの期待について検討し、社会課題の解決に向けて取り組んでいます。

ステークホルダー 主なアプローチ

	 	 お客さま
当社グループの提供するサービス等をご利用に
なる法人等、すべてのお客さま

● �日常の営業・提案活動及びサービス提供活動
● �お客さま満足度調査（アンケート、インタビュー）   P63 「お客さま満足度向上への取り組み」
● �社会課題解決をテーマとしたワークショップ   P88 「社会のデジタル・アクセシビリティの向上」

	 	 社員 当社グループで働く社員とその家族等の皆さま

● �社員がやりがいを感じられる人事制度   P66 参照
● �社員エンゲージメント調査   P74 参照
● �経営幹部キャラバン
● �提案／相談窓口

● �労働組合とのエンゲージメント
● �各種カウンセリング
● �e-ラーニング
● �社員向けサステナビリティポータルサイトの設置・運用

	 	 お取引先
当社グループのサービス等提供にあたり、様々
な協力をいただいているビジネスパートナーの
皆さま

● �お客さまのDX推進に向けた戦略的協業
● �日常の取引活動
● �ビジネスパートナー（BP）社長会

● �意見交換会
● �技術説明会
● �アンケート   P63 参照

	 	 政治行政
IT サービス事業をはじめ雇用・経済・環境等の
政策を司る国及び地方自治体の皆さま

● �地方自治体の技術活用に関する協定
● �官公庁の審議会・委員会・研究会等への参加
● �業界団体の各種委員会・検討会等への参加

	 	 学術団体・研究機関
技術革新の推進等と関わりがある学術団体や
研究機関の皆さま

● �産官学連携プロジェクトへの参画
● �共同研究の実施

	 	 社会・NPO・NGO
当社グループと本業を通じて関わりがある地域
社会、非営利団体等の皆さま

● �地域イベントへの参加
● �社会貢献活動における協働・協賛   P88 参照
● �ウェブサイトからの意見交換

● �NPO／NGOとの社会課題解決ワークショップ
● �アドバイザリーボード   P11 参照
● �AIアドバイザリーボード   P50 参照

	 	 投資家
NTT の株主の皆様をはじめとした個人・機関
投資家の皆さま

● �決算発表／説明会   ���NTT IRサイト
● �親会社NTTを通じて個人／機関投資家向け会社説明
● �サステナビリティレポートの発行
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マテリアリティ（重要課題）と非財務指標
　当社グループは、マテリアリティに対する取り組みを全社的に推進するためのマネジメント指標として、グローバル一体で非財務指標を設定しています。
　進捗状況については、サステナビリティ経営推進委員会に報告し、経営会議にてレビュー及び指標の妥当性の確認を行い、必要に応じて見直しを行っています。

マテリアリティ 定義 指標名
目標値

2025年度目標値 中長期目標 範囲

Planet 
positive

気候変動への対応
緩和の観点では、GHG排出量の削減、ソリューションを通じ
た顧客のGHG排出量削減へ貢献する。適応の観点からは、
気候変動起因の自然災害対策に取り組む。

温室効果ガス排出量 320kt-CO2e以下
2030年度 データセンターのScope1,2 Net-zero
2035年度 オフィスのScope1,2 Net-zero
2040年度 Scope3 Net-zero

3

循環経済の促進
資源の効率的かつ循環での利用に取り組むとともに、ソ
リューションを通じて、社会全体のサーキュラーエコノミー移
行に取り組む。

リユース・リサイクルされた使用済IT機器の重量 現状把握を目的とした	
モニタリングを実施 2025年度に中長期目標設定を検討 3

修理・改修によって延命されたIT機器の割合

効率的な水管理
水ストレスの高リスク地域での水管理、データセンター（DC）
における効率的な管理に取り組む。また、ソリューションを通
じた顧客の水管理向上への貢献にも取り組む。

WUE（DCのIT電力当たりの水消費量） 対前年度比で改善 2025年度に中長期目標設定を検討 3

Prosperity 
positive

技術開発による 
イノベーションの創出

AIの活用及び、当社が有する既存サービスで培った技術や
ノウハウを活用し、新たなニーズに応えるサービスを創出し
ていく。

生成AI売上高 2027年度 3,000億円
3

生成AI人財の育成 2027年度までに全社員を生成AI実践人財にする

責任あるテクノロジーの 
利用とAI 倫理

AIを含むテクノロジーによる人権侵害や倫理的な問題の発
生への懸念を考慮し、責任ある技術の利用を推進する。 AIリスクチェックの業務カバー率 国内 100% 2027年度 グローバル 100% 3

サステナブルサプライチェーン 
マネジメント

サプライチェーンの強靭化、環境負荷低減や労働者の人権
尊重に向け、リスクモニタリングや是正支援、能力開発、テク
ノロジーの活用等に取り組む。

重要サプライヤ及び潜在リスクがあるサプライヤ
に対するサステナビリティ取り組みアセスメントの
実施（率）

80% 2027年度 100% 3

IT システムの安全と品質の信頼性
社会インフラを安定的に提供するために、管理体制構築やIT
システム強化による予防策、障害発生時の迅速な復旧作業や
再発防止策定等に取り組む。

重大システム故障件数 0件 0件を継続 3

セキュアでサステナブルな 
製品・サービスの提供

顧客への安全・安心な商用システムの提供を行う。また、当
社のサービスによる顧客のセキュリティやサステナビリティの
向上に貢献する。

重大なセキュリティインシデント発生件数＊２ 0件 0件を継続
3

サステナビリティビジネス売上高 実績を集計し、モニタリング

People 
positive

ピープル・セントリック・カンパニー
外部からの人財獲得に加え、従業員の成長を実現していく。
そのため、従業員が働きやすい職場環境・人事制度の整備、
スキル強化支援に取り組む。

社員エンゲージメント率 対前年度比で改善 対前年度比で改善を継続 3

ダイバーシティとインクルージョン
顧客の多様なニーズに応えるため、多様な人財が個々の考え
方や能力を発揮して活躍できる職場づくり、文化の醸成に取
り組む。

女性管理職比率 15% 2025年度に中長期目標を設定（グローバル） 1

労働安全衛生の徹底
労働環境の多様化に伴う、長時間労働やメンタルヘルス問題
への対応、また、データセンター事業における労働災害の防
止等に向けた取り組みを進める。

死亡事故件数 0件 0件を継続 3

人権の尊重
バリューチェーン全体の人権マネジメントに向け、ステーク
ホルダーの人権に対する負の影響を予防・緩和し、必要な救
済措置の取り組みを進める。

人権デューデリジェンス（DD）の実施・浸透 人権リスクが高い国・拠点に対する人権DD実施率 100％
3

苦情処理メカニズム構築 2027年度までに苦情処理メカニズム構築

社会のデジタル・
アクセシビリティの向上

デジタル格差解消に向け、基本的ニーズへのアクセスを支え
るITサービス提供、デジタル包摂のためのUIやUD導入、リ
テラシー向上に取り組む。

当社グループの関連ソリューション、STEAMやIT
教育等の社会貢献活動によって影響を受けた社
外の人々の数

社会インパクトをモニタリング 3

＊1 上記指標には該当なし
＊2 サイバー攻撃起因（誤送信、バグや設定ミス等の人為的ミス・システム起因は含まず）、対外的に広く認知されるに至るセキュリティ事案

＜範囲項目の凡例＞ 範囲：	 1
 
NTT データグループ社、NTT データ、NTT DATA, Inc.（国内） 

	 2   1 に加え、国内グループ各社＊1

	 3   2 に加え、海外グループ各社
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主な加盟団体、イニシアティブ等
加盟団体

UNGC（国連グローバル・コンパクト）
国連と民間企業・団体が手を結び、健全なグローバル社会を築くための世界最大のサステナビリティイニシアティブ。
4分野10原則に賛同し、持続可能な成長を実現するための自発的な取り組みです。当社は2022年7月に署名・参画
し、毎年活動状況を報告しています。

WEPs（Women’s Empowerment Principles）
国連グローバル・コンパクトと国連女性機関（UN Women）が共同で作成した、女性の活躍推進に積極的に取り組む
ための行動原則。企業活動の活力と成長の促進をめざし、女性の経済的エンパワーメントを推進する国際的な原則
として、当社は2019年に署名しています。

WEF（World Economic Forum）
政治、経済、学術などの各分野におけるリーダーと連携することにより、世界、地域、産業の課題を形成し、世界情勢
の改善に取り組むことを目的とした団体。当社は2023年に参画し、ダボス会議をはじめとする各種イニシアティブに
参加・貢献しています。

BSR（Business for Social Responsbility）
世界のビジネス界に対してサステナビリティを推進する目的として300社以上のグローバル企業が会員に加盟してお
り、世界のサステナビリティに関する議論形成や方向性をリードする中心的存在として大きな影響力を持っているイニ
シアティブ。当社は2023年度に加盟しています。

一般社団法人 日本経済団体連合会

企業と企業を支える個人や地域の活力を引き出し、経済の自律的な発展と国民生活の向上に寄与することを目的と
した総合経済団体。当社は「企業行動憲章」の第9回改訂に参画しています。

経団連自然保護協議会

経団連の参加企業を中心に、生物多様性の国際目標、国内政策への提言等様々な活動を展開する協議会。当社は
2023年3月に参画しました。

Green x Digital コンソーシアム
環境関連分野のデジタル化や新たなビジネスモデルの創出等に係る取り組みを通じて、2050年カーボンニュートラル
の実現に寄与すべく設立した団体。当社は2021年10月に参画し、「見える化 WG（GHG 排出量データの企業間流通に
向けた標準化を行うワーキング・グループ）」等にて活動しています。

GSF（Green Software Foundation）

グリーンなソフトウェアの普及展開とその実現に向けたエコシステム構築をめざして設立した非営利団体。当社は
2021年5月にコアメンバーとして加盟しました。

ESTAINIUM 協会
業界横断で企業・団体・学術機関のハブとなり、サプライチェーン上の企業間で温室効果ガス排出量データ（製品カー
ボンフットプリント情報）をセキュアにやり取りできるオープンな基盤を構築し、産業界の脱炭素をめざす非営利団体。
当社が14の関連企業とともに、2022年6月に設立しました。

WBCSD（The World Business Council for Sustainable Development 持続可能な開発のための世界経済人会議）

持続可能性を競争力の源泉とする250以上のグローバル企業が参加する国際的な非営利組織。当社は、サステナビ
リティへの取り組みを強化するため、2025年6月に加盟しました。

SustainableIT.org
テクノロジーを通じて世界のサステナビリティを推進することを目的に、世界各国の企業経営層が参画して設立され
た非営利団体。サステナブル IT に関するガバナンスのフレームワークを議論し、先進的な知見や各社の取り組み事例
を共有する機会を提供しており、当社は2024年3月に参画しました。

The Consumer Goods Forum
世界中の消費財の小売りとメーカーが結集する国際的な消費財業界団体で、世界70か国から約400社が加盟してい
ます。People、Planet、Industry Solution という3つの柱の下、専門組織を構成し、業界全体における効率性とポジ
ティブな変化を追求するビジネス実践を推進し、消費者、顧客、そして世界全体に利益をもたらすことを目的に、社会
的・環境的課題に取り組んでいます。当社は2025年4月に加入しました。

加盟イニシアティブ
SBT（Science Based Targets）

世界全体の平均気温の上昇を産業革命以前に比べて1.5℃に抑えるための科学的根拠に基づいた温室効果ガス排
出削減目標。2020年6月に Scope1, 2目標について、1.5℃目標の認定を取得しました。

30by30アライアンス

2030年までに陸と海の30% 以上を健全な生態系として保全・保護をめざす、30by30の目標達成に向けた機運の醸成
と取り組みの促進を図ることを目的とした環境省が創設した有志連合。当社グループは2023年2月に賛同しました。

Circular Partners

経済産業省が2023年3月に策定した「成長志向型の資源自律経済戦略」に基づき、サーキュラーエコノミーの実現を
めざして、産官学の連携を促進するために設立されたパートナーシップ。当社グループは2023年11月に参画しました。

SusPla（Sustainable Plastics Initiative）

再生プラスチック市場の拡大をめざし、品質確保・安定供給に資する認証制度の普及・推進・社会実装や、産学官の
連携によるプラスチック資源循環エコシステムの構築に取り組む団体。当社グループは2024年10月に入会しました。

SuMPO（一般社団法人サステナブル経営推進機構）
地球環境問題等、社会課題解決に繋がる新たなビジネスモデルの企画、実行、評価、改善等の支援を通じて持続可
能な事業経営の実現をめざす一般社団法人。会員事業の一環として、会員企業との情報交換、調査研究、政策提言、
普及啓発を実施しています。当社グループは2024年10月に入会しました。

レポーティング
TCFD（Task Force on Climate-related Financial Disclosures）

G20の財務大臣・中央銀行総裁からの要請を受け金融安定理事会の下に設置された、民間主導による気候関連財務
情報の開示に関するタスクフォース。気候変動対応を経営の重要課題と位置付け、全社横断での活動や対外的な活
動の透明性確保を推進しており、当社は2021年3月に賛同を表明しました。

TNFD（Taskforce on Nature-related Financial Disclosures 自然関連財務情報開示タスクフォース）

民間企業や金融機関が、自然資本及び生物多様性に関するリスクや機会を適切に評価、開示するための枠組みを構築
する国際的なイニシアティブ。当社は2023年2月に参画しました。

CDP ゴールド 認定パートナー
投資家、企業、国家、地域、都市が自らの環境影響を管理するためのグローバルな情報開示システムを運営するNGO 
団体。当社は気候変動コンサルティング、ソフトウェア領域において2022年3月にグローバルでの CDP パートナーと
なりました。

経団連　2030年30% へのチャレンジ
経団連の掲げる「。新成長戦略」の推進力となる具体的な目標として「2030年までに役員に占める女性比率を30%
以上にする」ことを掲げ、イノベーションによる成長とサステイナブルな社会づくりをリードする活動。当社は2022年
1月に賛同しました。

G20 EMPOWER

経済・ビジネスにおける主要な役割を担う女性の増加とエンパワーメント達成のための民間セクターのアライアンス。
当社は2021年4月にアドボケートとして賛同しました。
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CDP（気候変動調査）
国際 NGOであるCDP の気候変動調査において、「Aリスト企業」として3年連
続で選定されました。

CDP（サプライヤーエンゲージメント評価）
CDP が実施するサプライヤーエンゲージメント評価（Supplier Engagement 
Assessment）において、最高評価の「サプライヤーエンゲージメント・リー
ダー」に3年連続で選定されました。

Ecovadis
180カ国以上、220を超える業種の企業を対象に、「環境」「労働と人権」「倫理」

「持続可能な調達」の4つの側面から企業のサステナビリティを評価。当社グ
ループはシルバー評価を獲得しています。

Top Employer
Top Employers Institute（本社：オランダ・アムステルダム）が毎年実施する
国際的な認定で、6つの人事領域（20トピック）の調査により優れた人財活用
を行う企業が認定されます。2025年1月に、世界33の国と地域で Global 
Top Employer 2025の認定を2年連続で獲得し、特に、「ダイバーシティ＆エ
クイティ＆インクルージョン」、「サステナビリティ」、「職場環境」、「キャリア開
発」の領域で高い評価を受けました。

Global Equality Standard�
DE&I の領域で包括的な評価を行う「Global Equality Standard」の認証を
2023年5月に認証を取得しています。

えるぼし
厚生労働省から女性活躍推進法に基づく「えるぼし」企業認定において最上
位である3段階目に2017年9月より継続して認定されています。

プラチナくるみん�
優良な子育てサポート企業として「プラチナくるみん」に2019年11月に認定
されています。

100選プライム�
経済産業省・東京証券取引所より全社的かつ継続的にダイバーシティ経営に
取り組んでいる企業として「100選プライム」を2018年3月に受賞しています。

PRIDE 指標 ゴールド�
LGBTQ+ 等の性的マイノリティが働きやすい職場づくり等の取り組みが評価
され、一般社団法人 work with Pride が策定した「PRIDE 指標」のゴールド
を2017年から8年連続で受賞しています。

健康経営優良法人（ホワイト500）�
経済産業省と日本健康会議より優良な健康経営を実践している法人に与え
られる「ホワイト500」の認定を、当社グループ内で計5社が取得しています。

外部評価 （2025年11月現在）

　当社グループのサステナビリティに対する取り組みは、調査機関から高い評価を得ており、複数のインデックスの構成銘柄に選定されています。
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